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価格交渉促進月間を活用した、価格交渉・転嫁の促進

業所管省庁

下請事業者

親事業者

中小企業庁
経営陣

調達部門

②フォローアップ調査
親事業者による対応や回答について
・アンケート調査
・下請Gメンによるヒアリング調査

③企業リストの公表
④指導・助言の実施

⑤改善の指示

①価格交渉促進月間
の積極周知・広報

（毎年9月、３月）

※回答が親事業者
に知られないよう、
匿名性の確保を徹
底し集計

価格交渉の活発化、
価格転嫁の増加

⚫ 経済界全体で、価格交渉、価格転嫁を促すため、 2021年9月より、毎年９月と３月を「価格交渉促進月
間」として設定し、経済界に周知・依頼（①）。

⚫ 「月間」の終了後、価格交渉、価格転嫁それぞれの実施状況について、フォローアップ調査を実施（②）。その
結果を踏まえ、

– 「下請中小企業からみた交渉・転嫁の状況」を整理した「企業リスト」を公表。（③）

– 評価が芳しくない親事業者に対しては、業所管大臣名で経営トップへ指導・助言（④）

⚫ 親事業者は、調達担当者へ改善を指示（⑤）。

⚫ これを粘り強く継続し、交渉と転嫁が定期的になされる取引慣行の定着を目指す。
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価格転嫁サポート体制の強化

（資料）株式会社帝国データバンク資料
（２０２３／２／９ 特別企画：価格転嫁の成功理由に関する企業アンケート）

⚫ 価格転嫁ができた企業のうち、多くが「原価を示した価格交渉」が有効と回答。効果的な価格交渉
のためには、コスト増加分を定量的に把握し、原価を割り出して提示することが有益。

⚫ このため、令和5年7月より、全国のよろず支援拠点に「価格転嫁サポート窓口」を設置し、中小企
業等に対する価格交渉に関する基礎的な知識や、原価計算の手法の習得支援を実施。

⚫ また、商工会議所・商工会等の地域支援機関に対して、価格交渉ハンドブックを配布するとともに、
支援機関においても価格転嫁に関する基本的な知識の習得支援等を行うことで、中小企業の価格
転嫁を支援する全国的なサポート体制を整備。

下請Gメンのヒアリング結果としても以下の事例を把握。
➢ ２０２３年３月に原材料費、労務費高騰の資料を提示し、4月中に提示どおりの価格で決着した。

中小企業

取引先

③原価を示した価格交渉

④コスト増加に応じた支払い

適
切
な
価
格
転
嫁
の
実
現

価格転嫁サポート窓口
（よろず支援拠点） コスト増加！

・原材料費
・電気代、ガス代
・人件費
・加工費・・・

＜価格転嫁サポート窓口の支援イメージ＞

②原価計算の支援

①経営相談

＜原価計算能力向上に係る主な支援内容＞
・原価管理に係る基礎支援
原価管理の目的とその算出に係る考

え方、製品原価の算出に必要な情報の
把握手法等について助言。

・製品原価算出に係る実践的な提案
個々の企業の実態を踏まえた、具体

的な製品毎の原価の算出方法等を提案。
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価格交渉ハンドブック

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei//torihiki/2020/200305support.pdf

◆価格交渉ハンドブック（初級編）

https://www.meti.go.jp/press/2023/07/20230710003/20230710003-1.pdf

◆中小企業・小規模事業者のための価格交渉ノウハウ・ハンドブック

◆中小企業・小規模事業者の価格交渉ハンドブック（改訂版）

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/pamflet/kakaku_kosho_handbook.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2020/200305support.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2023/07/20230710003/20230710003-1.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/pamflet/kakaku_kosho_handbook.pdf


労務費の適切な価格転嫁

（出典）公正取引委員会「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（概要）」より抜粋 https://jsite.mhlw.go.jp/niigata-roudoukyoku/content/contents/001659381.pdf

⚫ 2023年の春季労使交渉の賃上げ率は約30年ぶりの高い伸びとなったものの、2022年4月以降、現時点
に至るまで、急激な物価上昇に対して名目賃金の上昇が追いついておらず、実質賃金は前年同月比で
マイナス。

⚫ 実質賃金の引上げを実現するためには、特に我が国の雇用の7割を占める中小企業がその原資を確保で
きる取引環境を整備することが重要。特に、価格転嫁率が低い労務費を、いかに適切に転嫁できる環境
を作るかが重要。

⚫ 内閣官房及び公正取引委員会は、業界ごとの実態調査を踏まえて、労務費の転嫁の在り方について、発
注者・受注者双方の立場からの行動指針を策定。経産省としても、「指針」が価格交渉・価格転嫁の現
場で活用されるよう、経済団体等を通じた周知を実施。

⚫ 「指針」に関する全国ブロック説明会を開催。（開催済）
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【行動①】本社（経営トップ）の関与
【行動②】発注者側からの定期的な協議の実施
【行動③】説明・資料を求める場合は

公表資料とすること
【行動④】サプライチェーン全体での

適切な価格転嫁を行うこと
【行動⑤】要請があれば協議のテーブルにつくこと
【行動⑥】必要に応じ考え方を提案すること

【行動①】相談窓口の活用
【行動②】根拠とする資料
【行動③】値上げ要請のタイミング
【行動④】発注者から価格を提示されるのを待たずに

自ら希望する額を提示

【行動①】定期的なコミュニケーション
【行動②】交渉記録の作成、発注者と受注者の双方

での保管

発注者として採るべき行動／求められる行動 受注者として採るべき行動／求められる行動

発注者・受注者の双方が採るべき行動／求められる行動

労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する12の行動指針
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下請Gメンの活動について

・2017年4月から取引調査員（下請Gメン）を全国に配置
2021年度 120名⇒2022年度 248名⇒2023年1月より300名⇒2024年度330名（予定）

・下請Gメンは、幅広い業種の中小企業から、下請取引の実態等についてヒアリング。
業種毎に集計し、傾向を分析。これにより、問題のある商慣習や業界・個社の優良事例/問題事例、価格交渉
の実態等を収集し、以下の通り活用。

①（望ましい取引関係を定めた）振興基準の改正や、個別企業への指導・助言、業界団体等への働きかけ。
②業所管省庁による業種別の下請ガイドラインや、業界団体による取引適正化のための自主行動計画の策定・改訂への働きかけ。 
③下請代金法に基づく取締りの端緒情報等として活用 等

「下請Gメン」によるヒアリングに関する
お問い合わせ先
Tel:048-600-0324
（関東経済産業局下請Gメンヒアリング担当）



⚫ 中小企業等協同組合法に基づき、事業協同組合等は、組合員と取引関係にある事業者
等と、取引価格や納入条件等の取引条件に関する団体協約を締結することが可能であり、
一定の要件を満たせば、独占禁止法の適用除外となる。

⚫ また、団体協約の効果は構成員たる組合員に対して直接及び、組合員と団体協約を締結
した事業者との契約のうち、団体協約に定める基準に違反して契約した部分については、
その基準に従って契約したものとみなされる。

団体協約について

団体協約の締結例

協同組合

事業者a

事業者b

事業者c

組合員A 組合員B 組合員C

団体協約
（交渉は協同組合が実施）

取引条件①

取引条件②

取引条件③

（●●円/1kg）

（一個当たり〇円）

（△△円/一箱）

団体協約制度の概要

事業者a～cと個別に契約する場合、
それぞれの取引条件①～③が適用 7
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団体協約に関するパンフレット

出典：全国中小企業団体中央会HP https://www.chuokai.or.jp/images/2023/07/230720_dantaikyoyaku.pdf

⚫ 昨年７月に全国中小企業団体中央会において、団体協約の概要や相談窓口の一覧
等をまとめたパンフレットを作成。組合や商工関連団体等への普及啓発を進めている。

https://www.chuokai.or.jp/images/2023/07/230720_dantaikyoyaku.pdf


「パートナーシップ構築宣言」とは

⚫ 「パートナーシップ構築宣言」は、事業者が、サプライチェーン全体の付加価値向上、大企業と中小
企業の共存共栄を目指し、「発注者」側の立場から、「代表権のある者の名前」で宣言するもの。

（１）サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携（オープンイノベーション、IT実装、グリーン化等）

（２）下請企業との望ましい取引慣行（「振興基準」）の遵守、特に、取引適正化の重点5課題
（①価格決定方法、②型管理の適正化、③現金払の原則の徹底、④知財・ノウハウの保護、⑤働き方改革に
伴うしわ寄せ防止）

⚫ 「未来を拓くパートナーシップ構築推進会議」（2020年5月）において、導入を決定。

✓ 【共同議長】経産大臣、内閣府特命担当大臣（経済財政政策）

【構成員】厚労大臣、農水大臣、国交大臣、内閣官房副長官（政務）、経団連、日商、連合

２．未来を拓くパートナーシップ構築推進会議

親会社・発注者下請け・受注者

宣言！

価格転嫁の要望等

１．宣言のイメージ

労務費・原料価格の上昇等

望ましい取引慣行

製造業だけでなく、多様な業種に宣言
いただけるものです。
部品製造委託等に限らず、社内のIT
システム運用や清掃・メンテナンス業
務委託、備品調達等も含めた、幅広
い委託・調達の場面が想定されます。

✓ 第1回は2020年5月、第2回は2020年11月、第3回は2022年2月、第４回は2022年10月11日、
第5回は2023年12月21日に開催。
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①賃上げ環境の整備
・価格転嫁対策
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

成果目標
それぞれ以下の達成を目指す。

【ものづくり補助金】

・付加価値額が事業終了後3年で9％以上向上する事業者割合が50％

・事業化を達成した事業者の給与支給総額が、事業終了後５年時点で、年率平均＋1.5％以上向上

【持続化補助金】

・事業終了後１年で販路開拓につながった事業者の割合を80％以上

【IT導入補助金】

・補助事業者全体の労働生産性が、事業終了後3年で、9％以上向上すること

【事業承継・引継ぎ補助金】

・事業承継・引継ぎ補助金の補助事業者（経営革新事業）について、補助事業者全体の付加価値額が、事業
終了後5年で、＋15％以上向上すること

 

事業目的
生産性向上に取り組む中小企業・小規模事業者の設備投資、IT導入、
国内外の販路開拓、事業承継・引継ぎを補助し、切れ目なく継続的に、
成長投資の加速化と事業環境変化への対応を支援することを目的とす
る。

事業概要
（1）ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）
中小企業等が行う、革新的な製品・サービスの開発、生産プロセス等の
省力化に必要な設備投資等を支援する。

（2）小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
小規模事業者等が自ら経営計画を作成して取り組む販路開拓等の取
組を支援する。

（３）サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
中小企業等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やＤＸの推
進、サイバーセキュリティ対策、インボイス制度への対応等に向けたITツー
ルの導入を支援する。

（４）事業承継・引継ぎ支援事業（事業承継・引継ぎ補助金）
事業承継・Ｍ＆Ａ・グループ化後の新たな取組（設備投資、販路開拓
等）や、Ｍ＆Ａ時の専門家活用費用等を支援する。

中小企業生産性革命推進事業
令和５年度補正予算額 2,000億円

（1）中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課

（2）中小企業庁経営支援部 小規模企業振興課

（3）中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課

（3）中小企業庁 経営支援部 商業課

（3）商務情報政策局 サイバーセキュリティ課

（4）中小企業庁事業環境部 財務課

補助
（1/2、2/3等）独立行政法人

中小企業基盤整備機構
中小
企業等

国
補助 民間

団体等

補助
（定額）
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ものづくり補助金

⚫ 中小企業・小規模事業者等が取り組む革新的な製品・サービス開発又は生産プロセ
スの省力化に必要な設備投資等を支援。

⚫ 大幅賃上げに係る補助上限額の引上げの特例を措置。基本要件に加え追加要件を
満たすことで、補助上限に100～2,000万円を上乗せ。

（出典）https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r5/r5_mono.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r5/r5_mono.pdf
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小規模事業者持続化補助金

⚫ 小規模事業者が、変化する経営環境の中で持続的に事業を発展させていくために、商
工会・商工会議所と一体となって経営計画を作成し、これに基づいて行う販路開拓等
の取組を支援。

⚫ 「賃金引上げ枠」では、事業場内の最低賃金を地域別最低賃金より５０円以上引き
上げる小規模事業者を対象とし、さらに、重点政策加点として、賃金引上げ枠に申請
する事業者のうち、赤字である事業者に対しては加点を行う措置を実施。

（出典）https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r5/r5_jizoku.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r5/r5_jizoku.pdf
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IT導入補助金

⚫ 中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やDX等
に向けた ITツール（ソフトウェア、サービス等）の導入を支援。

⚫ 事業計画期間において、事業場内最低賃金を地域別最低賃金と比較して一定以上
の水準にする事業者に対して加点措置を実施。

（出典） https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r5/r5_it.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r5/r5_it.pdf
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事業承継・引継ぎ補助金

⚫ 中小企業の生産性向上、持続的な賃上げに向けて、事業承継・Ｍ＆Ａ、グループ化
後の経営革新（設備投資、販路開拓等）、Ｍ＆Ａ時の専⾨家活用費用等を支援。

⚫ 「経営革新枠」において、一定の賃上げを実施する場合、補助上限額を 600 万円か
ら 800万円に引上げ。 

（出典） https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r5/r5_shoukei.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r5/r5_jizoku.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r5/r5_shoukei.pdf
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賃上げ促進税制

⚫ ３０年ぶりの高い水準の賃上げ率を一過性のものとせず、構造的・持続的な賃上げを
実現することを目指し、中小企業向けに、前例のない長期となる５年間の税額控除の
繰越措置の創設や、中堅企業向けの新たな枠の創設等、賃上げ促進税制を強化。

（出典） https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2024/pdf/03.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r5/r5_jizoku.pdf
https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2024/pdf/03.pdf


１．賃上げ
①賃上げ環境の整備
・価格転嫁対策
・生産性向上への支援強化
②税制による後押し

２．人手不足対応、省力化投資を通じた賃上げ
継続の支援

３．働き手のスキルアップに向けた取組
（人材育成やリスキリング）
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

成果目標

付加価値額の増加、従業員一人当たり付加価値額の増加等を
目指す。

中小企業省力化投資補助事業（中小企業等事業再構築促進事業を再編）

令和５年度補正予算額 1,000億円

中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課

中小企業庁長官官房 総務課

事業目的

中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするために、人
手不足に悩む中小企業等に対して、省力化投資を支援する。
これにより、中小企業等の付加価値額や生産性向上を図り、賃
上げにつなげることを目的とする。

事業概要

ＩｏＴ、ロボット等の人手不足解消に効果がある汎用製品を「カ
タログ」に掲載し、中小企業等が選択して導入できるようにするこ
とで、簡易で即効性がある省力化投資を促進する。

補助

（1/2）独立行政法人
中小企業基盤整備機構

中小
企業等国

補助

（基金）

※なお、中小企業等事業再構築促進基金を用いて、これまで実
施してきた、ポストコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会の変化に
対応するための新市場進出、事業・業種転換、事業再編、国
内回帰又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、企業の思い
切った事業再構築の支援については、必要な見直しを行う。

枠 申請類型 補助上限額 補助率

省力化投資補助枠
（カタログ型）

従業員数5名以下
200万円(300万円)

従業員数6~20名
500万円(750万円)

従業員数21名以上
1000万円(1500万円)

※賃上げ要件を達成した場合、
（）内の値に補助上限額を
引き上げ

1/2

※これまで実施してきた中小企業等事業再構築促進事業のスキーム

19



⚫ 変革期間から3年間において、人手不足に苦しむ中小企業の省力化投資を強力に支援。

⚫ カタログから選ぶような汎用製品※の導入を補助することで、簡易で即効性がある支援措置を
新たに実施する。

※個々の事業の実情に合わせた効率化・高度化についても措置を講じ、一体的に運用

カタログ掲載を通じた投資補助事業

20



中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金
令和5年度補正予算額 1,000億円（国庫債務負担含め総額3,000億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

地域の雇用を支える中堅・中小企業が、足元の人手不足等の
課題に対応し、成長していくことを目指して行う大規模投資を促
進することで、地方においても持続的な賃上げを実現する。

経済産業政策局産業創造課

地域経済産業グループ地域企業高度化推進課

成果目標

大規模投資を通じた労働生産性の抜本的な向上と事業規模の
拡大により、対象事業に関わる従業員の1人当たり給与支給総
額が、地域別の最低賃金の伸び率を超える伸び率を実現する。

事業概要

中堅・中小企業が、持続的な賃上げを目的に、足元の人手不
足に対応するための省力化等による労働生産性の抜本的な向
上と事業規模の拡大を図るために行う工場等の拠点新設や大
規模な設備投資に対して補助を行う。

民間企業等国
中堅・中小
企業

補助

（定額）

補助

（1/3）

• 補助上限額 50億円

※投資下限額は10億円
※コンソーシアム形式により参加企業の投資額の合計が

10億円以上となる場合も対象（ただし、一定規模以
上の投資を行う中堅・中小企業がいる場合に限る。）
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１．賃上げ
①賃上げ環境の整備
・価格転嫁対策
・生産性向上への支援強化
②税制による後押し

２．人手不足対応、省力化投資を通じた賃上げ
継続の支援

３．働き手のスキルアップに向けた取組
（人材育成やリスキリング）
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⚫ 経営者が経営課題の背景に潜む人材課題を確認しながら、具体的な対応策や支援
策を紹介することで、人材戦略の策定・実践に向けたポイント等を整理。

人材活用ガイドライン・事例集

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/koyou
/hitodebusoku/guideline.html

  人材活用ガイドライン 検索

23



（１）人材抜きに経営戦略は描けない
経営者が日々目の当たりにしている経営課題の背景に、実は人材に関する課題が潜
むことが少なくない。人材活用こそが経営戦略の最大の核になっている。

（２）経営戦略を描くことこそが最大の人材戦略
一方、人材を惹き付け、成長を促すためには、働く場である企業がどのような姿を目
指すのか、どのような仕事を提供してくれるのか、企業のミッション、ビジョン、バリューを
明確に示すことが不可欠。そうした経営戦略の全体像を改めて描くことが最大の人材
戦略となっている。

（３）経営戦略と人材戦略を一体的に構想・実践する
人材活用策と経営戦略は表裏一体であり、経営戦略のない対症療法的な人材活
用策は実効性に欠ける。経営戦略の再構築と人材戦略の強化を一体的に進めるよ
う促すことが人材活用ガイドラインの狙い。

（４）支援機関が伴走する形で対策を進める
具体的な行動につなげるためには、支援機関が１対１で伴走しながらガイドラインに
指南された検討を進めることが効果的。基本的には支援機関と経営者が一緒に読み
進めることを想定。

「人材活用ガイドライン」の基本方針
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Step１の取組：代表的な経営課題

営業が不十分／販路を拡大できない課題１

商品・サービスの開発・改善ができない課題２

技術力の向上に取り組めず、研究開発が進まない課題３

生産管理が十分にできていない課題４

財務体質を改善できない／価格転嫁ができない課題５

デジタル化等による業務効率化やコスト削減の必要がある課題６

人材確保に努めているが採用に至らない・定着しない課題７

賃上げができない課題８

人材育成が十分にできていない課題９

事業を承継する後継者が見つからない課題１０
25



Step１の取組例：経営課題と人材課題を見つめ直す

【経営課題と人材課題チェックリスト】

 事業計画と連動した採用計画を設計し、方針を言語
化できる人材がいない

 能力開発・昇進等のキャリアパスや賃金・労働時間等
の処遇の改善施策を企画し、実行できる人材がいな
い

採用担当の人材を育成・採用できない

人事管理※のうち、採用や処遇改善のための
施策を企画・実行する人材を確保・育成でき
ない

想定される人材課題チェック 具体的な課題

中核人材採用型

中核人材育成型

業務人材採用・育成型

課題７ 人材確保に努めているが採用に至らない・定着しない
課題８ 賃上げができない

 人材採用の経験・ノウハウを持つ人材がいない

 自社の魅力や強みを十分に把握できている人材がい
ない

※人事管理・・①雇用管理（採用、配置・異動、能力開発、雇用調整）
  ②就業条件管理（労働時間、安全衛生）
③報酬管理（賃金、昇進、福利厚生）
④人事評価（①～③と連動）
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Step２の取組：人材戦略の方向性を決める３つの窓

第２の窓：中核人材育成型

中
核
人
材

業
務
人
材

求
め
る
人
材
の
レ
ベ
ル

業務を遂行する人材を採用あるいは育成で確保する

柔軟な働き方ができる環境の整備が重要

外部からの確保が中心 育成（社内で確保）

人材確保手法

第１の窓：中核人材採用型

第３の窓：業務人材採用・育成型

即戦力となる中核人材を採用する

新たなノウハウの取込みが期待できる

自社のミッション/ビジョン/バリューに共感する
人材を採用することが重要

社内人材を中核人材に育成する

社内人材のモチベーション向上が期待できる

時間を要するので、計画的な取組が必要

※中核人材：事業上の様々な業務において中核を担う人材
高度な専門性を有する人材

※業務人材：事業運営において、各部門/業務の遂行を担う人材
専門性や技術レベルは高くないが、事業の運営を不可欠たる労働者を提供する人材 27



Step３の取組例：即戦力人材（副業・兼業／シニア人材等）の活用

Step3「人材戦略の具体的な取組のポイント」として、例えば、即戦力人材の採用が人材
課題として特定された場合の対応や支援策は、次のとおり。

【対応策】
⚫ 業務の企画・管理の能力、専門技術等の高度な知見や能力を有する人材について、長年培った経験・ノウハ

ウが豊富なシニア人材、副業・兼業人材の活用など、最適な手段を検討する。

【取組のポイント】
⚫ 経営者自身が、副業・兼業人材、シニア人材等と接し、企業の魅力、とりあわけミッション／ビジョン／バリュー

を具体的に語ること。
⚫ あわせて、副業・兼業人材に取り組んでもらいたい業務の切り出しや稼働時間の設定などをあらかじめ検討する

こと。

例：副業・兼業／シニア人材等の活用

【関連施策等】
⚫ プロフェッショナル人材戦略拠点に相談する
⚫ 人材紹介会社に相談する
⚫ 経済産業局のセミナー・マッチングイベントに参加する
⚫ 新現役交流会に参加し、シニア人材を活用する

⚫ 金融機関に相談する
⚫ 産業雇用安定センターに相談する
⚫ 副業・兼業の促進に関するガイドラインの活用
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Step３の取組例：Off-JTによる人材育成（リスキリング）

Step3「人材戦略の具体的な取組のポイント」として、例えば、新たなスキルの習得（リスキ
リング）が人材課題として特定された場合の対応や支援策は、次のとおり。

【対応策】
⚫ 通常の業務から離れて研修を受け新たな知識やスキルを習得する。継続して取り組むことで、 従業員エンゲー

ジメント向上や、部門間のコミュニケーション強化につなげる。

【取組のポイント】
⚫ 様々な機関が研修メニューを提供しているため、人材育成の方向性を踏まえて習得させたい内容を明確にし

た上で研修を選択すること。
⚫ 外部の研修に参加した経験を企業内にフィードバックする仕組みを設けること。

例： Off-JTによる人材育成（リスキリング）

【関連施策等】
⚫ 中小企業基盤整備機構の中小企業大学校

 を活用する
⚫ 職場における学び・学び直し促進ガイドラインを

 活用する

⚫ 民間の研修サービスを活用する
⚫ 生産性向上人材育成支援センターを活用する
⚫ マナビDX（デラックス）を活用する
⚫ 人材開発支援助成金
⚫ 産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

構造的な賃上げの実現に向けて、リスキリング及び企業間・産業
間の労働移動の円滑化を一体的に進め、持続的な成長と分配
の好循環の達成を目指す。

成果目標

短期的には、本事業を通じて転職した者のうち、１年後に賃金
引上げを行った者の比率を令和６年度までに40％とする。

長期的には、本事業を通じて転職した者のうち、１年後に賃金
引上げを行った者の比率を令和９年度までに50％とする。

事業概要

個人に対して、キャリア相談、リスキリング、転職までを一体的に支
援する仕組みを整備すべく、これらに要する費用を民間事業者等
に対して補助する。

補助
（1/2等）

民間団体 民間事業者等国

補助
（基金）

リスキリングを通じたキャリアアップ支援事業
令和５年度補正予算額 97億円

経済産業政策局産業人材課
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31

リスキリングを通じたキャリアアップ支援事業

⚫ 構造的な賃上げの実現に向けて、リスキリング及び企業間・産業間の労働移動の円滑
化を一体的に進める観点から、個人のキャリアについての相談対応とそれを踏まえたリス
キリング講座の受講、それらを踏まえた転職支援までを一体的に実施する体制を整備。

⚫ 令和4年度補正予算で措置され、三次公募まで終了し、合計110社の事業者を採択。

⚫ 転職前と比較して、賃金が上昇していることが確認できる場合には、補助金額を上乗せ。
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